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県民所得アップ対策特別委員会  

県外行政視察レポート 
 

委 員 長  樋 口 秀 敏 
 

 このたび、県民所得アップ対策特別委員会は、奈良県、三重県及び愛知県を訪問し、①奈良

県議会において観光ＷＥＢサービス「ならいこ」の概要について、②株式会社晃商名張シティ

ファームにおいて植物工場事業の概要及び跡継ぎのいない耕作放棄地の活用について、③多気

町議会において「三重広域連携スーパーシティ構想」の概要及びデジタル田園都市国家構想「三

重広域連携モデル」の概要について、④ＶＩＳＯＮにおいてＶＩＳＯＮの取組について、⑤名

古屋市会において新たな路面公共交通システムＳＲＴについて、行政視察を行ったところであ

り、その概要をレポートする。 
 

１ 日程及び視察先 

令和７年５月26日（月）奈良県議会（奈良県奈良市） 

５月27日（火）株式会社晃商 名張シティファーム（三重県名張市） 

多気町議会（三重県多気郡多気町） 

ＶＩＳＯＮ（三重県多気郡多気町） 

            ５月28日（水）名古屋市会（愛知県名古屋市） 

              

２ 参加委員 

  樋 口 秀 敏   吉 田 孝 志   沢 野   亮   深 見 太 朗    

小鍛冶 就 也   中 川 隆 一   高 橋 直 揮   土 田 竜 吾    

上 杉 知 之   杉 井   旬   柴 山   唯   市 村 浩 二 

 

 

３ 視察先の概要 

  
 

 

 

● 奈良県の観光課題について 

  奈良県は、国宝・重要文化財の件数が 1,337 件と、東京都、京都府に続き全国３位（令和

７年６月１日現在）であるなど、世界に誇る歴史・文化資源を豊富に有しており、多くの観

光客がそれらを目的として奈良県に訪れている。一方で、奈良県は、京都府や大阪府と隣接

しアクセスが良好なことから、日帰りの観光客の比率が高く、また、一人あたりの観光消費

額が少ない傾向にある。こうした状況により、奈良県が持つ「食」や「イベント・体験スポッ

ト」など、歴史・文化資源以外の魅力に触れる機会が限られ、観光客に対して奈良県の多様

な魅力が十分に伝わっていないという課題がある。 

また、旅行を計画する際、観光客の多くはＳＮＳをはじめとするさまざまな媒体を参考に

しながら情報収集を行い、旅程を作成している。しかし、この過程には一定の手間と時間が

かかるため、「奈良に行ってみたい」という関心を持っていても、実際の訪問に至らないケー

スは少なくない。 

① 奈良県議会（奈良県奈良市） 

  視察テーマ：観光ＷＥＢサービス「ならいこ」の概要について 
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そこで、奈良県と株式会社日立製作所（以下「日立」という。）は、このような課題をデジ

タル技術で解決するため、観光ＷＥＢサービス「ならいこ」の開発に着手した。 

● 観光ＷＥＢサービス「ならいこ」について 

  奈良県と日立は、奈良県における周遊・滞在型観光の促進を目的として、旅程をＡＩで作

成するＷＥＢサービス「ならいこ」を開発し、令和６年 12 月４日より提供を開始した。 

  「ならいこ」は、ユーザーが選択した興味・関心のあるキーワードなどに基づき、ＡＩが

奈良県内の複数のおすすめスポットやイベントを提案し、それらを効率よく巡るための旅程

を作成するものであり、だれでも無料で利用することができる。また、各スポットの訪問順

や移動経路に関する具体的な情報を提供することが可能であり、旅行計画にかかる手間と時

間を大幅に軽減するサービスとなっている。 

  「ならいこ」の活用により、観光客は興味・関心のあるスポットを効率的に訪問できるだ

けでなく、これまで知らなかった奈良県の新たな魅力を発見する機会を得ることができる。

また、旅行の計画段階から楽しさと利便性を感じることができるよう設計されており、観光

意欲の喚起と来訪促進に資するものとなっている。 

◆ 主な質疑・回答 

Ｑ 今後の展開について 

 Ａ まずは、市町村や観光団体と連携し、「ならいこ」に登録されている宿泊施設やレスト

ランなどのスポット数を増加させていく方針である。さらに、将来的には「ならいこ」上

で決済が可能となるような機能を導入するなど、利便性の向上に向けたシームレスなサー

ビス提供の実現を検討していく考えである。 

 Ｑ 広告料収入の導入に向けた検討について 

 Ａ 県の事業として、継続的に「ならいこ」の改修費

に係る財源を確保し続けることは困難であると認識

している。そのため、運用費を自立的に賄うことが

できる何らかのスキームを構築する必要があり、現

在、その検討を進めているところである。現段階で

は広告料収入の導入は考えていないが、「ならいこ」

の設計上、バナー広告等の活用により広告料収入を

得ることは技術的に可能である。 

□ 委員長所見 

  観光産業の慢性的な人手不足が続く中、観光振興のためには、市町村間や異業種との連携

をはじめ、観光ＤＸによる生産性向上や専門人材の育成・確保、デジタルマーケティングを

活用した効果的かつ効率的な施策を推進していくことが求められている。 

  奈良県において、日帰りの観光客が多く消費額が少ないという現状に対し、「ならいこ」

は観光客の利便性向上と周遊促進に寄与する先進的な取組である。 

  本県では、本年３月に新たに策定した「新潟県観光立県推進行動計画」において、持続可

能な「稼ぐ」観光地域づくりに向けた施策の一つとして「観光ＤＸの推進」を掲げており、

奈良県の先進的な取組は大変参考になった。 
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● 名張シティファームの概要 

  三重県名張市にある「名張シティファーム」は、エンターテインメント事業やフードサー

ビス事業などさまざまな事業を展開している株式会社晃商が運営する植物工場であり、平成

29 年９月に竣工した。 

植物工場には、閉鎖環境で太陽光を用いずに栽培する「完全人工光型」と、温室等で太陽

光の利用を基本とし、人工光による補光や夏季の高温抑制技術等を用いて栽培する「太陽光

利用型」（太陽光・人工光併用型を含む）があり、同工場は前者に該当する。また、閉鎖型水

耕栽培を採用しており、ＬＥＤ照明で光量や光質を制御することで、天候に左右されずに年

間を通じて安定した生産が可能となっており、その生産規模は国内最大級である。 

  また、同工場で生産する葉野菜を名張の名にちなんだ独自ブランド「なばリーフ」として

出荷しており、工場だからこそ実現できる徹底した品質管理により洗わずにそのまま食べら

れる「時短野菜」として販売している。 

● 跡継ぎのいない耕作放棄地の活用について 

  従来、完全人工光型の植物工場は「農業用施設」としての認定を受けることができず、農

用地に建設することは認められていなかった。しかしながら、同工場は国内で初めて「農業

用施設」としての認定を受けて、農用地に建設された事例である。 

加えて、同工場は跡継ぎのいない耕作放棄地を活用しており、地域農業の維持及び発展に

大きく寄与しているものと評価される。 

◆ 主な質疑・回答 

 Ｑ 農用地に工場を建設するに至った経緯について 

 Ａ 当時、工場建設地を検討するに当たり、出荷の都合

上、トラックの出入りに適した、広い道路に面した土

地を探していたが、条件にかなう場所はなかなか見

つからなかった。そのような中、名張市から「農用地

への工場建設を検討してみてはどうか」という提案

を頂いたことが契機となり、現在の立地に至った。 

Ｑ 植物工場で栽培された野菜の価格について 

 Ａ スーパーなどでの販売価格は、おおむね 150 円から 200 円程度である。植物工場で栽培

された野菜は、通常、露地栽培の野菜と比べて高価であるが、天候に左右されず安定した

生産が可能であるため、高温や豪雨などの異常気象による影響で露地野菜の価格が高騰し

た場合には、相対的に安価となることがある。 

□ 委員長所見 

  名張シティファームは、天候の影響を受けずに安定的な生産を可能とする先進的な設備を

有しており、徹底した品質管理により、生産した葉野菜に「洗わずに食べられる」という付

加価値をつけて販売している。さらに、跡継ぎのいない耕作放棄地の活用という点でも、地

域農業の課題解決に資する取組であると評価できる。 

労働力不足や高齢化、気候変動への対応が求められる中、安定した食料供給や持続可能な

農業の実現に向けて、植物工場の果たす役割はますます重要となっている。本県においても、

こうした先進事例を参考に、地域の実情を踏まえた農業施策の検討と技術導入の促進を図る

ことが必要であると感じた。 

② 株式会社晃商 名張シティファーム（三重県名張市） 

  視察テーマ：植物工場事業の概要について 

跡継ぎのいない耕作放棄地の活用について 
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● 「三重広域連携スーパーシティ構想」の概要 

  本構想は、多気町を中心とする、基礎自治体６町（多気町、大台町、明和町、度会町、大紀

町、紀北町）及び民間企業32社で構成される「三重広域連携スーパーシティ推進協議会」（令

和２年10月設立）を母体とする、データ連携基盤を活用した地方創生への取組である。 

  本構想は、国のスーパーシティ構想を踏まえて策定されたものであり、６町にまたがる行

政、防災、観光、医療、交通等の機能を、データ連携基盤を通じて有機的に結びつけること

で、令和12年（2030年）頃に実現される未来社会の先行実現を目指すものであった。スーパー

シティ構想の採択には至らなかったものの、国の別施策である「デジタル田園都市国家構想

推進交付金事業」において、「三重広域連携モデル」という名称で採択され、現在の取組につ

ながっている。 

● デジタル田園都市国家構想「三重広域連携モデル」の概要 

  デジタル田園都市国家構想とは、地方からデジタルの実装を進め、新たな変革の波を起こ

し、地方と都市の差を縮めて、都市の活力と地方のゆとりの両方を享受できる社会の実現を

目指すものである。 

  「三重広域連携モデル」では、データ連携基盤を活用した地域のハブ施設である複合商業

リゾート施設「ＶＩＳＯＮ（ヴィソン）」をけん引役として、民間企業と連携しながら、未来

を先取りした「デジタル生活圏」の構築に向けた実装実験が行われている。デジタル田園都

市国家構想の実現に向け、大紀町を除く５町が連携し、デジタル技術を活用した地方創生を

目指しており、国の「デジタル田園都市国家構想推進交付金」を活用し、地域課題の解決及び

データ連携によるサービスの利便性向上を図っている。 

  これまでの具体的な取組としては、共通地域ポータルサイトの構築、デジタル通貨の導入、

観光分野におけるメタバース・ポータルの展開、そしてデータ連携基盤の構築及び実装など

が挙げられる。 

◆ 主な質疑・回答 

 Ｑ 広域連携を進める中で苦労したことについて 

 Ａ 広域連携においては、関係機関や自治体ごとに優

先事項や関心の度合いに差があることから、関係者

全体のモチベーションを長期間にわたって維持す

ることが難しい場合がある。また、複数の主体が関

与することにより、意思決定や方向性のすり合わせ

に時間を要し、調整が難航することがある。 

□ 委員長所見 

本県では、本年３月に新たに策定した県の総合計画において、「デジタル改革を通じた生

産性向上や社会課題の解決等」を重要課題の一つとして掲げており、デジタル技術やデータ

を最大限活用し、暮らし、産業、行政の変革につなげていくことが求められている。 

今回伺った民間企業との連携によるデジタル実装の推進、地域資源を生かした観光振興、

そして広域自治体間の連携の在り方については、地域課題の解決や持続可能なまちづくりを

進めるうえで参考になるものであった。 

 

 

③ 多気町議会（三重県多気郡多気町） 

  視察テーマ：「三重広域連携スーパーシティ構想」の概要について 

        デジタル田園都市国家構想「三重広域連携モデル」の概要について 
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● ＶＩＳＯＮの概要 

  ＶＩＳＯＮ（ヴィソン）とは、令和３年に三重県多気郡多気町で開業した宿泊施設併設型

の複合商業リゾート施設である。同施設は、株式会社アクアイグニス、イオンタウン株式会

社、ファーストブラザーズ株式会社、ロート製薬株式会社の４社によって構成される合同会

社「三重故郷創生プロジェクト」が中心となり、三重県、多気町、地元大学とともに産学官

連携で事業に取り組む地方創生プロジェクトによるものである。 

  同プロジェクトでは、各社の専門性と強みを生かした分担体制が構築されており、大型商

業施設の開発・運営はイオンタウンが、地域資源である「本草学（ほんぞうがく）」を活用し

た健康施設はロート製薬が、食とリゾート分野の監修はアクアイグニスが、そして金融スキー

ムの設計・実行はファーストブラザーズがそれぞれ担っている。 

また、同施設は、全国で初めてとなる「民間施設直結スマートインターチェンジ」の認可

を受け、35 万坪（東京ドーム約 24 個分）に及ぶ広大な敷地に展開されている。施設内には、

宿泊施設、日本最大級の産直市場、薬草湯、和食食材メーカーによる体験型店舗、有名料理

人が監修する飲食店、さらにはオーガニック農園など、多様で専門性の高いコンテンツが集

約されており、地方創生と持続可能な地域経済モデルの先進的な実例となっている。 

● 社会的課題解決に向けた取組について 

 ・ ＶＩＳＯＮをプラットフォームとした自動運転車の実証運行 

   国土交通省「自動運転による地域公共交通確保維持改善補助事業」に対して、多気町が

ソフトバンクの子会社ＢＯＬＤＬＹとＶＩＳＯＮと連携し申請。令和５年９月４日に採択

を受ける。同年 12 月より、ＶＩＳＯＮ内のモビリティレーンを活用し、ＶＩＳＯＮ利用者

の移動などに実証運行を行う。 

 ・ 空の移動革命の実用化に向けた取組 

   三重県と連携し、「空飛ぶクルマ」の活用を通じて、観光、交通、防災、市民生活といっ

た地域課題の解決を図り、地方における持続可能な社会の実現を目指す取組を進めている。 

   令和６年度には、空飛ぶクルマに見立てたヘリを中部国際空港とＶＩＳＯＮ間で運航さ

せ、機体が発信する位置や速度、高度などの情報の覆域・取得率を検証し、位置情報を活

用した新たな事業創出の可能性を検討した。 

□ 委員長所見 

  産学官が連携し、地域資源を最大限に活用しなが

ら、健康、食、農業、観光など多様な分野で高い専門

性を持つコンテンツを融合させ、地方創生の新たなモ

デルを築いている点は大変参考になった。 

また、ＶＩＳＯＮを拠点とした自動運転車の実証運

行や「空飛ぶクルマ」を活用した移動革命の推進など、

最先端技術を活用した社会課題の解決に向けた取組

は先進的なものであり、地方の持続可能な発展に寄与

する可能性を強く感じた。 

本県においても、産学官連携による地域資源の活用と先端技術の導入を進め、地域課題の

解決と持続可能なまちづくりに向けた施策の推進を図っていくことは、デジタル改革と地域

活性化の両面から重要であると感じた。 

 

④ ＶＩＳＯＮ（三重県多気郡多気町） 

視察テーマ：ＶＩＳＯＮの取組について 
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● 新たな路面公共交通システムＳＲＴの概要 

  名古屋市では、都心における回遊性の向上やにぎわいの拡大を図るため、まちづくりと一

体となった新たな路面公共交通の導入に向けて検討を進めている。 

  新たな路面公共交通システムは、技術の先進性による快適な乗り心地やスムーズな乗降、

洗練されたデザインなどのスマート（Smart）さを備え、路面（Roadway）を走ることでまち

の回遊性や賑わいを生み出す、今までにない新しい移動手段（Transit）であることから、そ

の特性を表す概念として、このシステムを「ＳＲＴ」（Smart Roadway Transit）と名づけた。 

  令和 16 年（2034 年）以降を予定しているリニア中央新幹線の開業により交流人口の増加

が見込まれる中、都心部のさらなる活性化を促進するとともに、だれもが快適に移動できる

最先端のモビリティ都市の実現を目指し、ＳＲＴの導入を計画している。 

  新たなまちのシンボルとなるＳＲＴは、都心部のまちづくりと連携しながら導入すること

で、相乗効果を発揮し、さらなるにぎわいを面的に拡大させる役割を担う。これまでの社会

実験による検証を踏まえ、当初運行の早期事業化を目指すとともに、将来的には自動運転技

術などの新しい技術や機能の実装も視野に入れながら、段階的に路線の拡充を進める方針で

ある。 

  令和７年度後半には、名古屋駅と栄をつなぐ東西ルートで、名古屋市が事業主体となり、

名鉄バス株式会社へ運行業務を委託する形でＳＲＴの運行開始を予定している。 

◆ 主な質疑・回答 

Ｑ 市民の反応について 

 Ａ 計画策定に当たり、パブリックコメントの募集や

ＳＮＳによる情報発信を行っていたところ、ＳＲＴ

導入に対して期待の声や反対意見など、さまざまな

反応が寄せられた。そのような中、ＳＲＴのデザイ

ンを公表したところ、期待を寄せる意見が多く見受

けられるようになった。 

Ｑ ＳＲＴ導入により期待される効果について 

 Ａ 「都心風景の未来を先導」をデザインコンセプトとし、まちなみと調和したトータルデ

ザインを実施している。そのため、ＳＲＴの導入により、名古屋都心部における新たな都

市魅力となる景観の創出が期待できる。 

□ 委員長所見 

  名古屋市が計画している新たな路面公共交通システム「ＳＲＴ」は、先進技術を活用し、

快適な乗り心地と洗練されたデザインを兼ね備えた新しい移動手段である。リニア中央新幹

線開業に伴う交流人口増加を見据え、都心部の回遊性向上やにぎわいの拡大を目指す取組と

して期待される。 

また、社会実験を通じた検証を踏まえ、段階的な路線拡充や自動運転技術の導入も視野に

入れていることは、将来のスマートモビリティ社会の実現に向けて重要であると感じた。市

民の意見を反映しながら、デザイン面でも都心景観と調和する取組がなされている点も評価

できる。 

こうした先進技術を活用した公共交通の在り方や、地域の特色を生かしたまちづくりとの

連携は大変参考になるものであった。 

⑤ 名古屋市会（愛知県名古屋市） 

  視察テーマ：新たな路面公共交通システムＳＲＴについて 


